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１ はじめに 

独占禁止法第９条（以下「法第９条」という。）においては，事業支配力が

過度に集中することとなる会社の設立等を禁止している（一般集中規制）。公

正取引委員会は，平成 26年９月 25日，この法第９条に基づく一般集中規制に

関する施行状況についてのフォローアップの結果を公表したところであるが，

「規制改革実施計画」（平成 26 年６月 24 日閣議決定）において，当該フォロ

ーアップ状況をもとに，「独占禁止法第９条に基づく今後の一般集中規制の在

り方について，市場集中規制がある中，存在意義は無く廃止すべきとの指摘が

あることを踏まえつつ，現在の経済社会において規制が廃止されることにより

実際に生じ得る現実的な弊害を具体的に明らかにする」こととされたことを踏

まえ，今般，法第９条の規制が廃止された場合に実際に生じ得る現実的な弊害

について整理したことから，これを公表することとした。 

２ 法第９条の改正等の変遷 

昭和 22 年に制定された原始独占禁止法において，法第９条は持株会社の設

立を禁止していたが（昭和 24 年の改正により持株会社への転化も禁止され

た。），平成９年，「事業支配力が過度に集中することとなる持株会社」の設立

等を禁止する規定に改正された。その後，平成 14 年には，事業支配力が過度

に集中することとなる「持株会社」の設立等を禁止する規定から，事業支配力

が過度に集中することとなる「会社」の設立等を禁止する規定に改正され（注），

現在に至っている。 

（注）なお，当該改正に伴い，昭和 52年に導入されていた独占禁止法第９条の２（大

規模会社に対する株式保有総額制限）の規定が廃止された。 
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３ 法第９条の規制の概要 

前記２のとおり，法第９条では事業支配力が過度に集中することとなる会社

の設立・転化を禁止しているところ，同条第３項において，「事業支配力が過

度に集中すること」となる要件について規定している。同項では，「会社及び

子会社その他当該会社が株式の所有により事業活動を支配している他の国内

の会社」について， 

① これらの会社の総合的事業規模が相当数の事業分野にわたって著しく

大きいこと， 

② これらの会社の資金に係る取引に起因する他の事業者に対する影響力

が著しく大きいこと， 

③ これらの会社が相互に関連性のある相当数の事業分野においてそれぞ

れ有力な地位を占めていること 

により，「国民経済に大きな影響を及ぼし，公正かつ自由な競争の促進の妨げ

となる」場合に，「事業支配力が過度に集中すること」に該当するものとして

いる。 

そして，公正取引委員会は，上記の解釈について，事業者の予測可能性を高

め，運用の透明性を確保するために，「事業支配力が過度に集中することとな

る会社の考え方」（平成 14年 11月 12日公正取引委員会。以下「９条ガイドラ

イン」という。）を公表している（別紙参照）。 

 

４ 法第９条が廃止された場合に実際に生じ得る現実的な弊害について 

 (1) 法第９条の規制趣旨・目的 

法第９条に基づく一般集中規制は，国民経済全体における特定の会社グル

ープへの経済力の過度の集中を防止するものであり，競争が行われる基盤を

整備することにより市場メカニズムが十分に機能するようにし，一般消費者

の利益を確保するとともに，国民経済の民主的で健全な発達を促進するため

に設けられているものである（注）。 

 

（注）独占禁止法第１条は同法の目的について「この法律は，私的独占，不当な取引

制限及び不公正な取引方法を禁止し，事業支配力の過度の集中を防止して，結合，
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協定等の方法による生産，販売，価格，技術等の不当な制限その他一切の事業活

動の不当な拘束を排除することにより，公正且つ自由な競争を促進し，事業者の

創意を発揮させ，事業活動を盛んにし，雇傭及び国民実所得の水準を高め，以て，

一般消費者の利益を確保するとともに，国民経済の民主的で健全な発達を促進

することを目的とする。」と規定している。 

 

 (2) 廃止した場合に生じ得る現実的な弊害 

法第９条が規制する事業支配力の過度集中については，これにより，総合

的な事業能力の格差の拡大，協調関係の形成やその関係の他市場への波及，

相互取引（互恵取引），排他的な取引関係の形成等が引き起こされる場合や，

金融と商工業が結び付いた結果，競争上の問題が広範に生じる場合があり，

このような場合には， 

① 事業者の市場への自由な参入が阻害される 

② 取引先の選択や取引条件の設定についての事業者の自由かつ自主的

な事業活動が制約される 

③ 価格，品質，サービスを中心とした公正な競争が妨げられる 

などの問題が生じ，市場メカニズムの機能が妨げられ，この結果，競争にゆ

がみが生じるおそれがある。 

例えば，株式保有関係を背景とした相互取引（互恵取引）が行われている

場合，資本関係を有しない他の事業者にとっては市場が閉鎖的・排他的なも

のになり，自由な参入の妨げとなる可能性がある。また，株式保有関係を通

じてある事業者の総合的な事業能力が巨大となり，他の事業者との格差が拡

大すると，当該格差を背景として，本来自由であるはずの取引先の選択や取

引条件等についての自由な合意といった面で事業者の自由な意思が抑圧さ

れ，中小企業等の事業活動が制約される可能性がある。あるいは，例えば，

金融と商工業が株式保有を通じて結び付いた場合，金融会社と結びついてい

る事業会社とその競争者間の競争が，金融会社による融資を背景とした要因

で左右され，価格，品質，サービスを中心とした公正な競争が妨げられる可

能性がある。 

そして，前記のような問題が市場を横断して広範囲にわたって発生し，国

民経済に大きな影響を及ぼし公正かつ自由な競争の促進の妨げとなる場合
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には，個々の市場で見れば独占禁止法第 10 条等の市場集中規制や同法第３

条，第 19条等の行為規制（以下「市場集中規制等」という。）の規制基準に

達しないようなものであっても，法第９条に違反することとなる。このよう

に個々の市場について見れば市場集中規制等の規制基準に達しないが，市場

を横断して広範囲にわたって問題が生じるようなものは，市場集中規制等に

より規制することは不可能である。 

以上のとおりであるから，仮に法第９条を廃止することになれば，将来，

我が国において，事業支配力の過度集中をもたらす会社グループが出現した

場合に，これがもたらす可能性のある問題に対して，有効に対処する手段が

存在しないこととなる。 

なお，法第９条は，前記のような理由から事業支配力の過度集中を規制し

ているものであり，事業支配力の過度集中については，現在，９条ガイドラ

インにおいて第１類型から第３類型までその基準を定めているが，同ガイド

ラインの定める基準は法第９条第３項が掲げる三つの会社グループ（前記３

の①～③に当たるもの）の具体的な形態を示しているものであって，同ガイ

ドラインの基準に該当することをもって直ちに法第９条が定める事業支配

力の過度集中に該当することとなるものではない。このため，仮に９条ガイ

ドラインで定める各基準に該当するような会社グループが出現した場合に

は，法第９条に定める要件に該当するかどうかを，個別事案の事実関係に基

づいて慎重に検討し，その違法性を判断することとしている。 

 

５ 一般集中規制に関する施行状況のフォローアップ等を踏まえた前記問題が

生じる蓋然性 

公正取引委員会は，平成 26 年９月 25 日，平成 25 年度に実施した一般集中

規制に関する施行状況（以下「平成 24年フォローアップ」という。）について

公表した。 

平成 24 年に法第９条第４項に基づく事業報告書を提出した会社（以下「報

告書等提出会社」という。）105 社のうち，法第９条の観点から問題となる会

社はなかったが，全業種における総資産集中度（注）は，算出可能な平成 20年

以降も引き続き 50％程度の水準を維持しているほか，非金融・保険業におけ

る総資産集中度は，平成 15 年から平成 20 年にかけて増加して以降 20％程度
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の水準を維持していた。 

また，上場会社の株式の保有状況等をみると，我が国ではいまだ大企業の多

くが，取引先との長期的・安定的な関係の構築・強化等を目的とした株式の保

有を行っている状況が見られる。 

このような実態を踏まえると，我が国においては今日でも，前記４⑵のよう

な問題が発現する一定の蓋然性はあるものと考えられる。 

 

（注） 「総資産集中度」とは，我が国における全法人企業の総資産額に占める報告書等

提出会社の会社グループに属する主要企業の総資産額の割合をいう。 

 

６ 結論 

前記４のとおり，法第９条による規制が廃止された場合，事業支配力の過度

集中が生じ，それが問題となった場合であっても，そのような事態に有効に対

処する手段がなくなることとなる。これに加えて，前記５において示した現在

の我が国における総資産集中度の状況等を踏まえれば，引き続き法第９条を維

持し，我が国における事業支配力の過度集中について監視していく必要がある

と考えられる。 
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